	貿易商社


貿易商社の輸出額は円安により増加しているものの、数量面の増加は一部にとどまる。輸出では為替差益が生じているが、円安が輸入コストの上昇による収益の圧迫要因となっているため、輸出入ともに手がける企業では増益とはなっていない企業が多い。
業界の概要
貿易は、様々な主体によって行われるが、輸出入を手がける卸売業者は貿易商社と呼ばれる。経済産業省「企業活動基本調査」をみると、モノの輸出入の割合が最も高い業種は製造業であるが、卸売業はそれに次いで高く、平成24年度において輸出は25.2％、輸入は45.8％を占める。

産業分類別に貿易商社の輸出入金額をみると、大きな割合を占めるのは、「石油・鉱物」を主に扱う企業であるが、企業数では「電気機械器具」「産業機械器具」を主に扱う企業が多く、さらに輸出では「化学製品」、輸入では「衣服・身の回り品」を主に扱う企業が多い（表１）。輸出、輸入どちらか一方のみを行う企業もあるが、規模の拡大に伴って輸出入ともに手がけるケースが多い。
貿易商社には、国内外において幅広い商品を取り扱うとともに、各種サービス事業や投資事業まで幅広く行う総合商社と、特定分野の商品の取引に特化した中堅・中小規模の専門商社がある。ここでは、主に後者について取り扱う。
業界団体としては、中小貿易業者又は貿易関係団体をもって構成する中小貿易業連盟が、東京、横浜、大阪、兵庫などにある。各地の連盟の全国組織としては、一般社団法人全国中小貿易業連盟があり、貿易に関する情報の発信やセミナー等を実施している。
輸出額は増加
経済産業省「商業動態統計」によると、平成23年、24年と減少していた輸出は、円安の進行に伴い25年には増加に転じた。26年４～６月以降再び減少となったものの、10月には再び増加した（表２）。これは、25年末から１米ドル100円台前半で推移していた為替が、９月頃から下落し12月末には約119円にまで円安が進んだことによるものである。
財務省関税局によると平成26年下半期の輸出は、米ドルが53.5％、円が35.7％を占め、輸入は米ドルが73.4％、円が20.8％を占める。このように輸出入で米ドルが用いられることが多いため、円に換算した輸出額は円安局面で増加する。
　円安による輸出数量の増加は限定的

円安は、輸出品の価格競争力を高めるために、輸出数量を増加させる要因でもある。しかし、輸出数量は輸出額の増加率よりも小幅な変動となっている（図１）。この理由としては、わが国製造業の生産拠点が海外に移転していること等が要因として挙げられている。
府内企業に対する聞き取り調査でも、円安により輸出金額は増えているが、輸出数量はあまり増えていないとする企業が多い。ある繊維商社は、輸出価格を米ドル建てで決めており、輸出単価を据え置いているため、円安による輸出数量増加の効果はみられない。この背景としては、受注面の変化と国内生産体制の変化がある。海外の販売先にとっては、ロットが大きければ単価を下げると支払総額が大幅に減るのでメリットが大きかったが、近年は小ロットなので単価を下げても支払い額への影響は小さい。このため、円安でも価格交渉に時間をかける程ではないと考え、あまり値切ってこず、３ヶ月、半年と価格変動がないほうが喜ばれるという。また、円高が続いてきたことにより、国内仕入先の生産能力が縮小しており、大幅な増産は対応困難で、輸出数量をあまり拡大できない状況である。電子部品の専門商社でも、輸出の大半は米ドル建てであり、輸出数量の増加はみられない。
一方、自動車部品の専門商社では、円での取引のため円安になると輸出競争力が高まり、輸出数量・額は対前年ベース10％増で推移している。
国内販売は低調
国内消費については、ある繊維商社では、消費税率引き上げ前の駆け込みや反動は見られないが低調に推移している。別の繊維商社でも、百貨店・アパレル両ルートとも、売上げは伸びていない。電子部品の専門商社では、24年４月の消費税率引き上げ後に１割程度の反動減となった受注が、７～９月期以降は持ち直しているが、前年比で横ばいにとどまっている。自動車部品についても、国内販売は良くない。

　円安による為替差益の一方、輸入面で収益圧迫

昨今の円安は販売数量ではなく、主に利益面で貢献している。前述の繊維商社では、10～12月期は１ドル105円想定でしていたが、１ドル110円から120円へと円安が進んだので、想定よりも収益が改善している。ただし、円安は輸入品の価格を引上げ、直接的・間接的なコスト上昇が収益を圧迫している。繊維製品を輸出する企業では、円安で輸出の採算が良くなる一方で、輸入生機の仕入価格上昇を販売価格に転嫁できておらず、会社全体としては減益である。これには、輸入染料価格、電気代の上昇などによる国内仕入価格の前年比１割程度の上昇も影響している。
電子部品の専門商社は、2014年10～12月期の輸入想定為替レートが1米ドル99円であったため、昨今の円安を受けて、販売先に対して値上げを要請する予定であるが、どの程度受け入れられるかが課題である。
一方、自動車部品を台湾や韓国から輸入している企業では、円安で輸入価格が上昇しているものの、販売価格に転嫁できている。
設備投資・雇用は横ばい
設備投資については、パソコンの入れ替え等を継続的に実施しているものの、特に大きな投資はしていない企業が多いが、一部に、現地情報入手のために海外事業所を開設する予定の企業がみられた。

人材の募集・採用は継続的に行っており、雇用は横ばいである。ただし、採用したものの問題があるという企業もある。貿易業では海外出張や赴任が不可欠であるが、従業員の親の反対で派遣できないといった事態も生じている。一方、日本に留学しているアジアからの学生を採用しているケースもみられる。

増益企業が少なくベースアップをするという企業はみられなかったが、一部に、冬の賞与は２％増という企業もあった。
今後の見通し

国内販売については、円安が輸入コストの上昇をもたらすが、国内需要が低調であるため、販売価格への
 表１　卸売業におけるモノの輸出入企業数・輸出入額（全国、平成24年度）
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産業分類 企業数 輸出額 企業数 輸入額

繊維品 41 106,905 48 179,996

衣服・身の回り品 94 119,831 211 884,343

農畜産物・水産物 52 163,381 94 890,122

食料・飲料 63 70,690 121 472,199

建築材料 34 54,686 81 168,151

化学製品 181 1,218,097 183 783,292

石油・鉱物 32 6,140,067 34 8,878,256

鉄鋼製品 88 3,329,314 72 690,664

非鉄金属 44 1,370,337 38 713,736

再生資源 29 132,848 19 88,991

産業機械器具 211 869,270 197 287,410

自動車 62 593,488 57 562,682

電気機械器具 213 1,826,188 230 2,356,427

その他の機械器具 105 167,507 155 616,025

家具・建具・じゅ

う器等

31 24,091 73 86,955

医薬品・化粧品等 60 100,379 65 356,060

紙、紙製品 28 83,941 39 97,395

その他 193 940,924 258 1,652,152

卸売業計 1,561 17,311,944 1,975 19,764,856

モノの輸出 モノの輸入


資料：経済産業省『平成25年企業活動基本調査』
（注）従業者50人以上かつ資本金又は出資金3,000万円以上の会社。
転嫁が難しく、輸入が中心の企業は収益面での厳しい状況が続くとみられている。こうした中で、仕入品の販売だけでなく、外注加工を活用して、受注先の要望に応じたカスタマイズし、付加価値向上を強化しようとしている企業もある。
輸出面では、円安の進行により為替差益がみられるが、数量面での拡大は国内の供給制約などにより大きな伸びは期待できないため、海外製品を第三国へ輸出することで収益確保を目指す企業もみられる。かつては東南アジア向けが多かった企業では、新興市場への輸出を増やしており、今後は東南アジアで生産した部品を中東などに販売する三国貿易を増やしていく方針である。

　　　　　　　（町田　光弘）
表２　大規模卸売店の輸出入額及び増減率（全国）
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平成

23年 224,643 -3.9 155,230 14.0

  24   214,085 -4.7 153,617 -1.0

  25   231,063 7.9 153,631 0.0

26年１～３月 59,666 4.6 39,958 4.0

４～６月 55,571 -0.7 37,582 4.3

７～９月 59,402 -1.0 38,315 0.7

10月 19,922 8.2 13,371 3.0

11月 19,176 0.0 13,768 6.4

商品輸出額

輸入品の

国内卸売販売額


資料：経済産業省『商業動態統計』

（注）調査対象は、従業者100人以上の各種商品卸売事業所及び従業者200人以上の卸売事業所で、経済産業大臣が指定する事業所。増減率は、対前年（同期）増加率。
図１　輸出と為替レートの推移
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資料：財務省「貿易統計」、日本銀行「時系列統計」
（注）輸出額、輸出数量指数（2010年＝100）は、対前年同月増加率。
為替レートは、東京インターバンク相場、ドル・円、スポット、中心相場、月中平均。
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